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連結子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

イノテック株式会社（本社：横浜市港北区 代表者：小野 敏彦 以下当社）は、平成 27 年

10月 19日開催の取締役会において、連結子会社であるギガヘルツテクノロジー株式会社（代表

者：河村 隆二 以下 GHT 社）を下記の通り吸収合併することを決議しましたので、お知らせいた

します。 

 なお、本合併は当社 100％子会社を対象とする簡易合併であるため、開示事項・内容を一部省

略しております。 

 

１．合併の目的 

GHT社は、解析技術をもとにソフトウェアの開発・販売およびサービスの提供を行っております。

このたび、意思決定の迅速化と組織運営の効率化を図り、経営基盤を強化することを目的として、

当該子会社を吸収合併することといたします。 

 

２．合併の要旨 

（１）合併の日程 

合併決議取締役会        平成 27年 10 月 19 日 

合併契約締結日         平成 27年 10 月 20 日 

合併の予定日（効力発生日）   平成 27年 12 月 １日 

   （注）：本合併は、存続会社である当社においては会社法第 796 条 2項に定める簡易合併、 

      消滅会社である GHT社においては会社法第 784条第 1項に定める略式合併に該当 

      するため、それぞれの株主総会による吸収合併の承認を得ずに行います。 

 

（２）合併方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、GHT社は解散いたします。 

 

 



（３）合併比率 

完全子会社の吸収合併のため、本合併による新株式の発行および資本金の増加ならびに合併

交付金の支払いはありません。 

 

（４）消滅会社の新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 

 

３．合併当事会社の概要 

 存続会社 消滅会社 

商号 イノテック株式会社 ギガヘルツテクノロジー株式会社 

所在地 神奈川県横浜市港北区新横浜 3-17-6 神奈川県横浜市港北区新横浜 3-17-6 

代表者 代表取締役社長 小野 敏彦 代表取締役社長 河村 隆二 

事業内容 半導体設計用（EDA）ソフトウェア、電子部品など

の輸入・販売、および自社製品の開発、販売 

ノイズ解析サービス・設計コンサルティング 

資本金 10,517 百万円 50 百万円 

設立年月日 昭和 62 年 1 月 5 日 平成 17 年 1 月 5 日 

発行済株式総数 18,218,901 株 1,757 株 

決算期 3 月 31 日 3 月 31 日 

大株主及び 

持株比率 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 5.41% 

CMBL S.A. RE MUTUAL FUNDS 3.62% 

CADENCE TECHNOLOGY LIMITED 2.60% 

株式会社みずほ銀行 2.39% 

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL 2.38% 

 

（注）持株比率は自己株式 653 千株を 

   控除して計算しております。 

 

 

 

イノテック株式会社          100％ 

 

  直前事業年度の財政状態及び経営成績 

 存続会社 消滅会社 

決算期 平成 27 年 3 月 31 日 平成 27 年 3 月 31 日 

純資産 21,891,205 千円 165,810 千円 

総資産 25,650,756 千円 176,835 千円 

1 株当たり純資産 1,233.07 円 94,371.23 円 

売上高 18,514,966 千円 84,100 千円 

営業利益 192,228 千円 16,127 千円 

当期純利益 272,838 千円 16,031 千円 

1 株当たり当期純利益 15.53 円 9,124.35 円 

1 株当たり配当金 14.0 円 0 円 

 



４．合併後の状況 

本合併における、当社の商号、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金および決算期に

ついての変更はありません。 

 

５．今後の見通し 

完全子会社との合併のため、本合併による当社グループの連結業績への影響は軽微であります。 

                                           

以 上 


